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岩手県立大学社会福祉学部紀要　第 19 巻特別号（特集：東日本大震災）　2017. ３　33 − 38
　東日本大震災発生以降、被災地の介護者の介護実態等について、質問紙調査を通し、現在の介護の実態と生活課題、
震災と介護を振り返っての現在の思い等を調査し、震災がもたらした影響と介護者の方への必要な支援やサービス
を明らかにした。
キーワード：東日本大震災　　ケアラー　　支援ニーズ　　ケア意識　　ソーシャルサポート
　After The Great East Japan Earthquake, we have conducted questionnaire to the carers living in the disaster 
area to grasp the situation of care and the carers in the disaster area. From the questionnaire, actual situation of 
care, their needs and their will has been revealed. Then we have evaluated the carer’s self-assessment about 
experiencing The Great East Japan Earthquake as a victim and acted as the carer under difficult circumstances. 
As conclusion, we have discussed the influence of The Great East Japan Earthquake to the carers and also 
considered needed support and services to the carers.
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Ⅰ　調査の概要
１．目的
　東日本大震災後の被災地の介護者の介護実態等に
ついて、質問紙調査を通して、現在の介護の実態と
生活課題、震災と介護を振り返っての現在の思い等
を、震災がもたらした影響と介護者の方への必要な
支援やサービスを明らかにする。なお、本研究に先
立って、社会福祉学部地域福祉実践研究会（代表　
佐藤嘉夫）が、平成 23 年 11 月から 1 月にも今回の
調査に連続する先行調査を行っている。本研究の二
つの調査もこの研究を出発点としていて、適宜、比
較検討を加えながら分析を進めている。
２．調査対象者
　調査対象者は在宅で高齢者及び障害者を介護して
いる介護者である。対象地域及び標本数、および回
収状況は表１に示すとおりである。調査期間は平成
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25 年 12 月 2 日～平成 26 年１月末日で、サンプリ
ングは、対象地域の居宅介護支援事業所に委託して
行った。具体的には、訪問介護サービス利用者の中
から、地震、津波、火災等の被災者と被災しなかっ
た人がほぼ 6 対４の割合になるようにした上で、任
意に抽出するように依頼した（対象者の抽出・名簿
管理は各事業所に委託）。
３．調査方法
　各地域の居宅介護支援事業所に協力を依頼し、上
記の方法で対象者を抽出してもらい、訪問介護サー
ビスの利用者の主たる介護者に調査票を直接配布し
てもらう留め置き法による無記名アンケートとし、
回収は回答者からの郵送に拠った。
４．調査に関する倫理的配慮
　調査の趣意書（目的、対象、方法、任意性と拒否
権、実施者の守秘義務）を対象者に個別配布すると
ともに、各事業所の配布担当者が調査を依頼する際
にも、調査はあくまで任意であることを対象者に伝
えた。なお、15 ケースは「セルフケア」として別
途集計し（実数は表のカッコ内に記載）、介護者が
いる 424 ケースとセルフケアの 15 ケースに分けて
集計および分析を行った。
表１　調査対象者の概要
地 域 配布数 回収数
有効
回答数
有効回答率
（%）
合 計 506
445
（15）
439
（15）
86.8
宮 古 市 192
160
（6）
159
（6）
82.8
山 田 町 50 49 49 98.0
大 槌 町 100
84
（9）
81
（9）
81.0
釜 石 市 164 152 150 91.5
Ⅱ　結果
１．属性について
　介護者の平均年齢は女性 62 歳、男性 63 歳でほぼ
同じである。年代別に見ると、60 歳未満が 40%で
ある一方、70 歳以上も 26%と４分の１強を占めて
いる。介護者の世帯（97%が被介護者と同居）の人
数は 2 人（32%）、3 人（28%）に集中し、1 人は 3％
に過ぎず 4 人以上は 36％である。世帯類型で見ると、
二人世帯の占める割合に比べて、夫婦世帯は 17%と
かなり低い。本人と親などの二世代世帯が 46%と高
く、次いで三世代世帯が 30%を占めていて、世帯の
規模は小さいが世帯の構造を見ると二世代、三世代
世帯が 8 割弱を占めている。
　無業者の割合は、年齢によって大きく異なり、50
歳未満では 22%、50 歳代 38%、60 歳代 63%、70 歳
代 78%、80 歳以上 83%と無業率は加齢と正の相関
をなしている。この無業率は、岩手県全体の平均と
比べると、男性は全年齢層（70 歳代を除く）で県
平均よりかなり高く、女性でも、50 歳未満、50 歳
代で高くなっている。これらのことが、後に見る暮
らし向きの厳しさにつながっているものと思われ
る。
２．世帯の状況
　家計の収入構造は、『仕事と年金』46%、『仕事の
み』15%、『年金のみ』34%で仕事と年金の組み合わ
せが大きな割合を占めている。『年金のみ』は 70 歳
代で 64%と初めて過半数を超える。暮らし向きは、
「すこし苦しい」30%、「苦しい」11%で合わせて 4
割強を占めている。2 年前に比して、『（大変）（少
し）ゆとりある』（27%）は、大幅に減少して（4%）、
『（少し）（大変）苦しい』が 7 ポイント上がって、
暮らし向きの厳しさが増している。住宅の状況を見
ると、持ち家は 2 年前に比して 4 ポイント上昇して
67%となったが、仮設住宅が 4 分の 1 を占めていて
依然として持ち家率は、大きく落ち込んだままであ
る。
　震災による被害については「大きかった」「すこ
し大きかった」が 6 割を超えているが、心的ダメー
ジ（心への影響）は、「かなり大きかった」36%「大
きかった」40%で、4 分の 3 を超えている。震災の
心的ダメージは持続的で増幅していることが窺え
る。
３．介護関係
　介護者と被介護者の関係は、「実母」33%、「義母」
20%、「実父」9%、「義父」6%で、『親』が 68%を占
めている。「配偶者」は 23%に過ぎない。全国調査、
岩手県調査に比して、配偶者の占める割合が小さ
い。『親』である割合は変わらないが、女性は「実
父母」（36%）と『義父母』（32％）と大差ないが、
男性では、それぞれ 59%、6%で実親が大半を占め
ている。70 歳以下は『親』を、70 歳以上では配偶
者が 6 割を超える。
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４．介護の状況
　被介護者の ADL は、中度（26%）から軽度（48%）
の人の割合が高いがそれでも比較的重度の人も 2 割
を超える。要介護度では 2（23%）、3（18%）、1（16%）
で 58％を占めている。認知症は、軽度 27%、中度
28%、重度 5%で 6 割の人に見られる。一日の介護
の時間は、4 時間未満が 48%である一方、半日を超
える人も 45%を占めている。半日以上の介護は、前
回調査よりも５ポイントほど下がっている。介護
年数では、震災前後から（3 年未満）の人が 5 割弱
を占めているが６年以上の長期介護者も 23%ほどあ
る。本調査の介護者は「主たる介護者」である割合
は女性で 81%、男性で 73%で、女性に比して男性は
補助介護者である割合が高い。主たる介護者であ
る場合に、自分のほかに「分担」（17%）、「必要に
応じ手伝い」（36%）の人のいる割合は 5 割強ある。
男性は 44%に対し女性は 56%で、女性で介護補助者
が厚い。
５．介護の困難、不便
　介護の「大変さ」（複数回答）は、「医療（通院）」
50%、「精神面」44%、「排泄」37%、「食事」36%、
「健康管理」36%、「移動」30％、「コミュニケーショ
ン」28%、「入浴」27%、「薬の服用」26%、「着替え」
22％などとなっている。2 年前と比較して下がった
ものは「入浴」（前回 36%）、「排泄」（同 46%）など
サービスの利用が進み軽減されたもの、上がったの
は「食事」（同 28%）、「着替え」（同 7%）の家事、「移
動」（同 14%）、｢医療（通院）」50%など社会サービ
ス利用、「精神面」（同 32%）、「コミュニケーション」
（同 7%）などメンタル面である。
　被介護者のことで心配なこと（複数回答）は、「あ
る」が 59%で、内容は大きく分けて、本人の病気や
心身の状態悪化に関することと、介護者の仕事と介
護の両立や健康など介護の継続不安に関することで
ある。
６．介護サービス
　介護サービスの利用状況（複数回答）を見ると、「通
所介護（ディサービス）」が 71%のほかは極めて低く、
「ショートステイ」は 26%、「福祉用具貸与」20%で、
「訪問入浴」（13%）、「訪問介護」（18％）は 1 割台
に過ぎない。介護サービスの利用に関し「困ってい
る」ことが「ある」人は 18%にとどまっているが、「利
用しにくいと感じている」は 4 割強に上る。内容は
「必要なときにすぐ利用でない」21%（回答率以下
同じ）、「施設になかなか入れない」11%、「費用負
担が大きい」8%、「手続きが面倒」7%、「サービス
の組み合わせ」・「１回毎の交渉」がそれぞれ 6%の
ほか、「サービス内容がわからない」7%などとなっ
ている。いずれも、利用者にととっては深刻な問題
ばかりである。
　介護に関して相談できる窓口や機関は、「ある」
が 83%であるが、9%の人が「ない」と回答している。
「ある」は前回調査（90％）よりもやや下がっている。
相手は「居宅介護支援事業所等（ケアマネジャー含
む）」が 64%のほか、「社協」23%、「社協以外の法
人」10%（この 2 つは居宅介護事業所をもっている
ので、居宅介護支援事業所と重複していると思われ
る）と、利用率の高い「デイサービス」10％などで
ある。
７．介護者の健康状況とレスパイト
　健康についてのセルフ・イメージは、「（とても）
（まあ）健康」が 63%を占めているが、「あまり健康
でない」32%、「全く健康でない」5%と、健康にす
ぐれない人が 4 割弱を占めている。その割合は、年
齢が高くなるにつれて上がっている。「体の不調」
を感じている人は 62%で前回（56%）を 6 ポイント
上回っている。介護者の年齢が全体的に高くなって
きていることが影響していると思われる。その中の
医療機関受診者は 85%であるが、50 歳未満は 68%、
50 歳代では 76%と、有業率の高い年齢層で低くなっ
ている。「心の不調」を感じている人は 36%で、前
回（46%）よりも大きく下がっているが、それでも
3 分の 1 を超えている。うち受診率は 23%で、前回
調査（19%）よりは改善されているが、極めて低い。
何か健康維持のために時間をかけることが出来てい
る人は 63%あるが、「（あまり）（全く）出来ていない」
も 34%ある。この 1 年の間の骨休みが「あった」人
は 42%あるが、「なかった」は 55%と過半に達して
いる。「あった」は女性 45%に対し、男性は 34%で
性差が大きい。
８．介護者の介護での時間的拘束と負担と孤立
　介護者が介護から離れて自由になれる時間は、比
較的長い 7 時間以上 26%、「半日程度」23%と合わ
せて 5 割弱あるが、「ほとんどない」8%、「1、2 時
間」14%、「2、3 時間」18%と、時間的拘束のきつ
い人が 4 割もある。介護の負担感は、「とても負担」
被災地のケアラーのケアニーズの変動と介護者支援の課題 ― 沿岸地域の介護者調査に基づく分析 ―
—  36  —
狩野　徹・田中　尚・岩渕由美・佐藤嘉夫・湊　直司・大富和弘・二瓶さやか 
25%、「少し負担」52%と『負担』と感じている人が
4 分の 3 を超えている。性別で大きな差異は見られ
ないが、年齢では、「とても負担」の割合が、50 歳
未満（18%）から 70 歳代（30%）まで、加齢に正比
例して増している。
　介護をしていることで自分が孤立していると「感
じる」人は 32％である。しかし、前回調査の震災
前（39%）、震災後（49%）に比してかなり下がって
いる。そのように感じる場面としては（複数回答）、
親族からの協力が得られないという孤独感と重なっ
た回答が圧倒的に多い。介護から解放されたいと感
じることが「よくある」（29%）、「少しある」（43%）
合わせて 4 分の 3 弱が求解放感を有している。高い
負担感に照応しているものと考えられる。男性より
も女性のほうが求解放感は高い。
９．介護への思い、自己評価
　介護の自己評価として「よく出来ている」は
12%、「まあ出来ている」66%で、78％の人が肯定
的評価をしている。『出来ている』は、女性（77%）
より男性（81%）のほうが 4 ポイントほど高い。有
業率の高い、50 歳未満（63%）と 50 歳代（69%）で、
低い。自分の仕事、比較的大人数の家族の中での家
事や生活のやり繰りなど、十分に介護できない環境
にあることを、冷静に見ているかもしれない。
　日々の介護を「当たり前のこと」（回答率 62% ）、
「家族としての義務」（30%）など、親や配偶者など
家族の介護を介護規範として、淡々と受け入れてい
る一方、「仕方がない」（39%）、「他の家族ももっと」
（14%）、「不公平」（7%）など、消極的あるいは否
定的な感情もかなりある。「大事なことをしている」
（22%）といった価値的な肯定感情はあまり高くな
い。高い負担感や 3 割程度ある介護の孤立感を考え
ればやむを得ないことであろう。
10．介護をしていて困ること
　８割の人が、困ることが「ある」と回答した。内
訳は、介護から解放されたいと感じている人に対
応して「自由に使える時間がない」50%で回答率が
際立って高く、半数に達している。次いで、「十分
に睡眠をとれない」31%、「仕事と両立が難しい」
30%、「十分な介護スペースが無い」27%（とりわけ
仮設住宅入居者）、「急なとき代わってくれる人がい
ない」26%、「適切な介護の仕方がわからない」22%
などとなっている。その他では、「経済的な負担が
大きい」20%、「家族の協力が得られない」14%、「自
分の病気の治療が出来ない」14%、「家族との人間
関係がうまくいかない」12%、「近所など周りの目
が気になる」11%などいずれも深刻な問題が挙げら
れている。女性では、自由な時間や睡眠の確保など
に困っているのに対し、男性では慣れない家事も含
めた「介護に困惑」した状況が窺える。
11．これから先の不安
　これから先の生活不安が「ある」のは、「暮らし
向き」で 75%（うち大いに 35%）、「自分の健康」
89%（同 34%）、「家族のこと」77%（同 33%）、「介
護の費用のこと」69%（同 33%）などで、家族生活
に全般にわたり不安感が高い。その中で「住宅再建」
は、被災状況や個別再建力の強弱などの違いがあ
り、51%（同 33%）とやや低い。「暮らし向き」で「大
いに不安がある」は、世帯規模が大きく、稼働収入
が主である 50 歳未満と夫婦世帯で年金生活者の割
合が高い 70 歳代で高い。
12．介護の継続意向
　 今 後 の 介 護 の 継 続 意 向 は「こ の ま ま 続 け る」
44%、「利用サービスを増やして続ける」33％で 4
分の 3 を占める。「施設に入所」（「入所させて自分
もかかわる」・「施設で全部」）をあわせても 15%に
過ぎない。「このまま続けられる」かどうかは、「介
護の自己評価」（よくできていると思うかどうか）
よりも、介護の負担感、孤立感、求解放感が強いか
弱いかと、強い相関（負の相関）が見られる（表２）。
一方、介護の負担感、孤立感、求解放感と、「サー
ビスを利用して介護を続ける」は相関が見られず、
「施設入所」は弱い相関が見られる。サービスを利
用して家庭での介護を続けるのは、本人が介護をど
う感じているかという以外の要因、例えば、家族構
成や補助介護者の有無、住宅事情など、が作用して
いることが考えられる。それに対して、負担感など
が強まると、「家庭での介護の工夫・努力」ではな
く一気に施設入所に向かう傾向があるということで
ある。それだけ、家庭での介護の基盤が脆弱である
といえる。いずれにしても、介護が継続できるため
には、負担感や孤立感、求解放感を減じることが重
要ということである。
Ⅲ　特徴と課題
（１）前回（平成 23 年 11 月から翌年 1 月）調査よ
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りも、介護者のいる世帯の規模が縮小している
にも関わらず、夫婦世帯および配偶者介護の割
合が、全国、岩手県と比較して低いということ
は、被災沿岸地域では、配偶者による老・老介
護が困難で、被介護者は施設等に入所している
か、他出子等に引き取られているということが
考えられる。
（２）男性介護者は、小世帯・二人世帯・二世代世
帯での、老親介護である。他にする人がなく止
むを得ず介護せざるを得ないという急迫的状況
におかれている。女性よりはやや軽い介護では
あるが、介護に対する事前の備えがなく、家事・
介護技術や知識が乏しい上に、家族や近隣の介
護分担者・手伝い者や支援者も得にくい状況に
ある。
（３）有業率の高い 50 歳未満、50 歳代の介護者は、
親を介護する三世代家族を構成し、仕事と介護
の両立の大変さだけでなく、家族生活、家計の
やり繰り、などの困難を抱え、自分ケアも出来
ていない人の割合も高く、多くの介護課題を有
している。また、震災の影響があるのか、60 歳
までの無業率は、男女とも、県平均よりも高く、
そのことが前回調査後の「暮らし向き」の厳し
さの強まりにつながり、今後の生活不安を極め
て高いものにしていると思われる。
（４）直接的な心身の不調の割合は、前回よりも下
がっているが、震災の心的ダメージは広がって
きており、そのことが、「こころの不調あり」
の人の受診率の低下や、介護の大変さとして、
「精神面」「コミュニケーション」を挙げる人の
割合が高いこととも相まって、高い介護の負担
感にもつながっているといえる。
（５）介護で困っていることとして、「自由に使える
時間がない」「十分に睡眠をとることが出来な
い」「急なとき代わりの人がいない」「適切な介
護の仕方がわからない」などが多く挙げられて
いるにも関わらず、サービスの利用は、通所介
護（デイサービス、リハ）が大半で、依然とし
て、訪問サービス（訪問介護・入浴・看護）の
利用率が極めて低い。家庭での介護の改善のた
めには、訪問サービスの利用が低い要因の解明
を、介護費用やサービスの利用意識など、多面
的に行いながら、負担感や孤立感の軽減を図っ
ていくことが必要である。
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表２　介護の継続意思に関する総括表
このまま
続ける
サービスを
増やし続ける
近くの施設
入所で自分も
施設で全部
面倒見て
その他 （N）計
自己評価
良くできている 55.1 16.3 16.3 4.1 8.2 （ 49）100.0
まあできている 46.4 35.4 11.1 3.2 3.9 （280）100.0
余りできてない 32.8 37.9 11.9 7.5 9.9 （ 67）100.0
全くできてない 50.0 12.5 25.0 0.0 12.5 （  8）100.0
負担感
とても負担 22.9 28.6 28.6 10.5 9.4 （105）100.0
少し負担 44.3 39.3 8.2 2.3 5.9 （219）100.0
余り負担でない 68.6 28.6 1.4 0.0 1.4 （ 70）100.0
全く負担でない 81.0 9.5 0.0 0.0 9.5 （ 21）100.0
求解放感
よくある 25.6 28.1 28.1 10.7 7.5 （121）100.0
少しある 41.4 43.6 7.7 1.1 6.2 （181）100.0
余りない　 63.6 25 2.3 1.1 8.0 （ 88）100.0
全くない 91.3 4.2 0.0 0.0 4.5 （ 24）100.0
孤立感
強く感じる 19.0 19.0 33.3 14.3 14.4 （ 21）100.0
少し感じる 29.3 41.4 15.5 6.0 7.8 （116）100.0
余り感じない 46.7 35.0 10.7 1.9 5.7 （214）100.0
全く感じない 75.0 17.2 0.0 3.1 4.7 （ 64）100.0
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　震災は、住民や地域に大きな物理的、精神的な被害をもたらした。それによって、人々の救済、生活再建と地域
そのものの復興に関わる幅広いソーシャル・ニーズが生み出され、その対応への責任の多くが自治体や公共的セク
ターに課されることとなった。その結果、本調査の対象となった職員は、自らも被災当事者でありながら、直面す
る住民、地域の緊急的かつ広範で非定型的な生活支援ニーズを充足すべく、公的、公共的セクターの職員としてそ
の役割を担ったのである。そして、その職務は、本来業務や責任の範囲および分量を超える過重化されたものであっ
たことが明らかになった。
　公的・公共的セクターで働く職員の、定型的ないわば公務の担い手としての立場、住民に向き合う様々な専門職
務の担い手としての立場、被災当事者であること、この三つは関連しているのと同時に、相互に対立、矛盾をはら
んでいる。震災時の困難な状況に直面して、公務労働者等が、このジレンマを減少、克服してどのように変化し、
労働者として成長を遂げたのかを明らかにした上で、公務労働者等の本来の在り方、役割について考察をした。
キーワード：　震災　　公務労働者　  被災体験　　労働者の役割　
　The Great East Japan Earthquake caused the serious material and mental change among citizens and 
community groups. And so occurred wide social needs of people’s relief and reconstructing livelihoods as 
well as community revitalization. The responsibility of satisfying these needs imposed to the local authorities. 
Consequently, city and town officials were forced to discharge their responsibilities for meeting these urgent and 
miscellaneous needs, while they themselves were also suffering from the earthquake disaster. Besides, their duties 
became far beyond their scope of workloads and responsibilities. 
　Those laborers employed in national and local government and public sectors have the following three positions 
:undertaking general public duties, performing specialized work for various communities, and being disaster 
victims. These three positions have some relevance as well as contradiction one another. The purpose of this 
paper to examine how public officials and state workers got through their dilemmas and improved themselves 
to be skilled workers, while they were confronted with those difficult situations. This paper also argues what the 
ideal role of public service personnel should be.
Key words : earthquake disaster, public service personnel, experience in earthquake disaster, role of laborer
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